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政策調査会政策調査会政策調査会政策調査会    



2015201520152015    私私私私たちがたちがたちがたちが目指目指目指目指すすすす京都京都京都京都    

○ 多様性を持ち、自立した京都 

個人の尊厳と人権、多様な価値観・生き方が尊重され、行動と選択に責任を負う

ために 

 

○ 環境に配慮し、持続可能な京都 

京都の様々な資源や歴史、文化、伝統を最大限活用し、新たな富を生み出すために 

 

○ 発信力と生活者起点で新たな価値を生み出す京都 

「依存と分配」から「自立と創造」で府民自らが新たな価値を創造するために 

 

○ いつでもやり直しができ、支え合いで築く京都 

地域で協力原理に基づき、再チャレンジが保証されるために 

 

2011201120112011 京都府議会議員京都府議会議員京都府議会議員京都府議会議員選挙選挙選挙選挙にあたってのにあたってのにあたってのにあたっての「「「「2011201120112011→→→→2015201520152015」」」」へのへのへのへの時代認識時代認識時代認識時代認識 

● 少子高齢化の一層の進展、団塊の世代が順次年金受給者に 

→単なる社会保障の受給者ではなく、定年を迎えていない人のうち定年後は「70 歳まで」

「働ける限り」働きたいとする割合が 41％。また、引退した人の 34％が企業、シルバー人

材センター、非営利団体等で働くことを希望していることから、雇用や雇用以外の多様な

働き方への社会的取り組みの必要性。 

 

● 地方分権の進展（分権から主権、完全自治体の確立） 

→地方自治法の抜本改正により、二元代表制である首長と議会の関係の変化（2011 年の通

常国会に提出予定）。基礎自治体重視による「住民自治の充実」「近接性」「補完性」「事務・

権限・財源の連続性」の 4原則の徹底（コミュニティと市場、政府の連携と最適化）。 

 

● 生産年齢人口の減少（家族類型で単独世帯が世帯最多） 

→生産年齢人口が 8000 万人を下回る（2012 年）ことによる女性や高齢者の就労支援と多

様な労働形態への転換の必要性。夫婦と子の核家族が 3.3世帯に 1世帯から 3.6世帯に 1世

帯に減少することによる標準世帯モデルの住宅政策の転換。 

 

● 法人関係税収偏重、知識集約型産業への公共政策の転換 

→安定的地方財源の確保に向けた地方税財源の涵養（特に京都においては法人税収の特定

企業一本足打法からの脱却）と、将来の京都経済を担う企業の創出。 

→公共投資による需要の創造と雇用の創出（生活環境整備と介護・医療・教育・保育分野

での人材確保）。将来の京都の政治・経済を担う人材の育成（大学の高校化、予備校化によ

る大学院レベル教育の充実）。 

 

● 地球環境への取り組みの進展 

→改正地球温暖化対策条例により、温室効果ガスの総排出量について、2030 年度までの

40％削減、2020年度までの 25％削減目標への政策課題の抽出と解決策の提示。京都府の自

然エネルギー自給率の低水準（2008年 1.04％）からの脱却と、電力供給の多様化、新産業

化。 



2011201120112011 年府議会議員選挙年府議会議員選挙年府議会議員選挙年府議会議員選挙にににに向向向向けたけたけたけたマニフェストマニフェストマニフェストマニフェスト    

1111 つのつのつのつの改革改革改革改革・・・・6666 つのつのつのつの挑戦挑戦挑戦挑戦    

    

【【【【改革改革改革改革】】】】    

◎◎◎◎    議会改革度全国一議会改革度全国一議会改革度全国一議会改革度全国一へへへへ    

○ 府民府民府民府民とともにとともにとともにとともに歩歩歩歩むむむむ議会議会議会議会へへへへ    

    １:開かれた議会への取り組み 

① 会派による議会報告会の年 2回開催 

② 事業仕分けの継続的な実施 

③ 府民参画による政策公聴会の開催 

     2：地域主権時代の議会へ 

① 二重行政のあり方検討委員会の設置 

② 議会改革検討会議の設置 

③ 地域主権型政府などの新たな統治構造の検討・提言 

 

挑戦挑戦挑戦挑戦①①①①    

◎◎◎◎    全体労働力率全体労働力率全体労働力率全体労働力率 60606060％、％、％、％、女性労働力率女性労働力率女性労働力率女性労働力率 50%50%50%50%へへへへ！！！！【【【【    H17H17H17H17：：：：58.1%58.1%58.1%58.1%（（（（男性男性男性男性 70.6%70.6%70.6%70.6%    女性女性女性女性 46.75%46.75%46.75%46.75%））））】】】】    

○ 雇用政策雇用政策雇用政策雇用政策～～～～雇用雇用雇用雇用のののの確保確保確保確保からからからからキャリアキャリアキャリアキャリアをををを活活活活かすかすかすかす機会機会機会機会のののの創出創出創出創出へへへへ    

1：新たな就職プロセスの形成 

① 政労使による雇用創出活力会議に学術を加えた雇用戦略会議（仮称）の設

置 

② 雇用戦略会議（仮称）における日本版ギャップイヤー制度の導入 

③ ジョブパスポートの普及啓発・導入支援の協力企業の一般化 

④ 介護・看護・保育分野における京都版キャリアラダープログラムの策定 

2：産業政策と連携した人づくり 

① 産学公連携による生涯学習としての長期的・多角的アジェンダの策定 

② アジアとの関係を踏まえたアジア系言語、アジア文化専攻の学生の養成 

③ 工学系、理学系学生の養成と府内定着に向けた産学公連携 

3：キャリアアップ・セミナーの拡充 

① 失業給付期間終了後の未就職者や自営業廃業者向けのメニュー開発 

② 職業訓練バウチャー事業の展開による能力開発機会の向上と民間スクー

ルの積極活用 

③ 公共職業訓練校における非製造業分野の訓練強化 

4：雇用延長等による技術・知識の継承 

① 改正高年齢者雇用安定法の徹底に向けた関係機関との連携強化・対策促進 

② 企業内マイスター制度の導入による技術伝承と後継者育成システムの構

築 

③ 多様なワークシェアリングのモデル展開 



挑戦挑戦挑戦挑戦②②②②    

◎◎◎◎    京都府京都府京都府京都府のののの 2011201120112011→→→→2015201520152015 のののの平均経済成長率平均経済成長率平均経済成長率平均経済成長率をををを 1.5%1.5%1.5%1.5%！！！！ 

○ 産業政策産業政策産業政策産業政策～～～～未来未来未来未来ののののリーディングリーディングリーディングリーディング産業産業産業産業のののの創造創造創造創造    

1：競争力と持続力のある産業づくり 

① 学研都市を核に研究開発から生産までの新たなリーディング産業の集積

促進 

② 京都型経営イノベーションへの支援 

③ 環境配慮型生産モデル地域（例：鉛フリー）の設置など、先端研究支援 

④ 北東アジア経済圏の拠点港として舞鶴港を中心とした戦略的交流の展開 

     2：関西広域連合による新産業の創造と生活関連産業への支援 

① 関西広域連合における産業・サイエンスクラスターの一体運営 

② 新産業創造に向けたベンチャー民間調達支援制度の創設と、法人エンジェ

ル税制などの税制優遇の導入 

③ 「ケアサービス支援地域基金（仮称）」の創設による財源調達と介護・看

護・保育サービスの拡充 

     3：コミュニティビジネスの推進 

① コミュニティビジネス（CB）の地域への定着を推進 

② 受発注サポートセンターや情報プラットフォームの設置 

③ 生活密着型産業を育成するための戦略会議の設立とモデル事業の実施 

 

挑戦挑戦挑戦挑戦③③③③    

◎◎◎◎    確確確確かなかなかなかな学力学力学力学力、、、、小小小小・・・・中中中中ともにともにともにともに全国全国全国全国トップトップトップトップ 3333 にににに！！！！    

○ 子子子子どもどもどもども政策政策政策政策～～～～未来未来未来未来のののの京都京都京都京都をををを担担担担うううう人人人人づくりづくりづくりづくり    

1：未来思考の新たな教育 

① コミュニティスクール・モデル校の全市町での設置支援 

② 学校運営協議会の意見を踏まえた学校運営に関する基本方針の策定 

③ 基本方針に基づく教育実践に向けた校長を中心とする運営体制の確立 

④ 校長・教頭の民間任用拡大 

⑤ 教員インターンシップ制度の導入 

⑥ 評議員等学校関係者による外部評価の実施と公表 

     2：受け手の側に立った教育の推進 

① 小学校（初等教育）における教員養成、ALTの安定的配置による外国語教

育体制の整備 

② 学校給食での地産地消と地域性を生かした食育の実践 

③ 本に親しむサービスを提供するため、図書館機能の向上 

3：子どもを起点とした教育の推進 

① 小学校の空き教室を利用した就学前教育の実施 

② 幼稚園・保育園・小学校の連携事業の充実 



挑戦挑戦挑戦挑戦④④④④    

◎◎◎◎    合計特殊出生率合計特殊出生率合計特殊出生率合計特殊出生率 1.201.201.201.20 からのからのからのからの上昇上昇上昇上昇・・・・待機児童待機児童待機児童待機児童ゼロゼロゼロゼロへへへへ 

○ 子育子育子育子育てててて支援支援支援支援    

1：子育て世代のニーズに合わせた多様な保育サービスの提供 

① 幼保一体型・子ども主体の「認定子ども園」などの全市町での設置支援 

② 認可外保育所（認定保育施設・届出保育施設）への支援強化による NPO

や民間企業等の子育てサービスの拡大と質の向上 

③ 放課後児童クラブと地域子ども教室推進事業との連携強化・総合化、全小

学校区におけるクラブ（教室）の設置、小学校との連携促進 

2：安心して小児医療を受診できる体制の整備・拡充 

① 2次医療圏の小児救急体制（丹後）の早急整備 

② 安心して妊娠、出産、育児が出来る母子保健医療体制の充実・強化 

③ 子育て支援医療助成制度の通院対象を小学生までに拡大 

4：育児・介護休暇の取得率の飛躍的な向上 

① 平均取得者率・平均取得期間の目標設定と、それに応じたモデル企業の認

定 

② 最低目標達成に届かない法人等へのペナルティ（入札制限）の実施検討 

 

挑戦挑戦挑戦挑戦⑤⑤⑤⑤    

◎◎◎◎    自然自然自然自然エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー自給率自給率自給率自給率 3.253.253.253.25％％％％へへへへ（（（（2009200920092009 年年年年のののの京都府自然京都府自然京都府自然京都府自然エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー自給率自給率自給率自給率 1.031.031.031.03％）％）％）％） 

○ 将来世代将来世代将来世代将来世代へへへへ引引引引きききき継継継継げるげるげるげる持続可能持続可能持続可能持続可能なななな環境環境環境環境づくりづくりづくりづくり    

   1：持続可能な地域づくりの推進 

① 持続可能な社会実現の指針、具体的な行動計画、市民・事業者等の参画の

３つの構成要件からなるアジェンダの策定 

② 市民・事業者・市民団体等の主体的な参画の仕組みづくり 

③ 森林環境税の導入 

④ 特区制度等を活用した広域ゴミ・廃棄物処理計画の具体的実施 

     2：自然エネルギーを軸とした地域自律のまちづくり 

① 風力・中小水力発電や木質バイオマスなど地域循環型エネルギーを活用

したモデルの創設 

② 公用車におけるバイオディーゼル燃料利用の導入、低燃費車･クリーンエ

ネルギー自動車の積極的な導入 



挑戦挑戦挑戦挑戦⑥⑥⑥⑥    

◎◎◎◎    児童虐待児童虐待児童虐待児童虐待ゼロゼロゼロゼロ、、、、特定健診特定健診特定健診特定健診のののの受診率受診率受診率受診率 7777 割割割割へへへへ 

○ 安心安心安心安心・・・・安全安全安全安全なななな暮暮暮暮らしをらしをらしをらしを確保確保確保確保するするするする基盤基盤基盤基盤づくりづくりづくりづくり    

1：市町村、地域と連携した地域ぐるみの安心まちづくりの推進 

① すべての小学校区で子どもや保護者、住民などの参加による地域安全点検

の実施と地域安全マップの作成 

② 交番・駐在所と小学校区との連携を強化し、学校・地域行事と連動した防

犯教室の実施 

③ 防災の視点から街を再確認する防災タウンウォッチングの実施 

2：一人にならない、させない～児童虐待ゼロの実現 

① 子どもの権利条例（仮称・子どもの権利条約に基づく）の制定 

② 一時保護シェルターを整備し、就業・福祉支援プログラムの充実 

     3：健康づくりで、安心できる暮らしの実現 

① 予防医療の観点から、学校、保険者、職域との連携強化による子どもから

高齢者まで健康づくりの実施 

② 障がい者が地域で当たり前に生活できるよう、医療介護から自立支援、就

労支援の一体的実施 

4：地震や風水害等の災害に強いまちづくり、人づくりの推進 

① 安価で簡易な耐震改修工法の開発および普及 

② 防災活動拠点や避難所・医療機関などの各種災害による危険度を地図上に

示す防災マップの作成 

③ 建築年代別の建物構成比率、年齢別人口構成比率、過去の被災履歴などの

数値情報による地域防災カルテの作成 

④ 京都府全域における災害ボランティアネットワークの形成 

     5：グローバル時代の安心・安全な社会基盤づくり 

① 京都縦貫自動車道、ＪＲ奈良線の複線化等、府内基幹交通ネットワークの

整備 

② 全国的にも整備率の低い道路、河川、砂防施設などの着実な整備促進と、

アセットマネジメントの推進による、社会資本（道路、橋梁、建物）の高

齢化への的確な対応 


